
食料・農業・農村基本法の改正の方向性について
〇 食料・農業・農村基本法について、
「食料安全保障の抜本的な強化」、「環境と調和のとれた産業への転換」、「人口減少下における生産水準の維持・発展と地域コミュニティの維持」
の観点から改正を行い、令和６年の通常国会への提出を目指す。

食料安全保障の抜本的な強化

① 食料安全保障を柱として位置付け
・国全体としての食料の確保(食料の安定供給)に加えて、
国民一人一人が食料を入手できるようにすることを含むものへと再整理

➁ 食料安定供給の基本的考え方を堅持し、輸入の安定確保に関する新たな位置付け
・食料安全保障の確保については、過度な輸入依存の低減の観点から、
輸入・備蓄とともに行う国内の農業生産の増大が基本
・食料安定供給に当たっての生産基盤の重要性の視点を追加するとともに、
輸入相手国の多角化や輸入相手国への投資の促進など、
輸入の安定確保について新たに位置付け

③ 農産物の輸出に関する政策的意義について位置付け
・農産物の輸出について、国内生産基盤の維持の観点を追加するとともに、
増大する海外需要に対応し、農業者や食品事業者の収益性の向上に資する
輸出の促進が重要である旨を位置付け

④ 生産から消費までの関係者の連携促進（「食料システム」という新たな概念の位置付け）
・食料供給の持続性を高めるため、
生産・加工・流通・小売から消費者を含む概念として食料システムを新たに位置付け
（同時に、関係団体の役割や食品事業者のより主体的な役割の明確化等）

⑤ 適正な価格形成の促進と消費者の役割の明確化
・食料の価格形成において、
農業者、食品事業者等の関係者の相互理解と連携の下に、
農業生産等の合理的な費用や環境負荷低減のコストなど、
食料の持続的な供給に要する合理的な費用が考慮された適正な価格形成を促す視点を、
消費者の役割も含め明確化

⑥ 円滑な食品アクセスに関する新たな位置付け
・幹線物流やラストワンマイル等の課題がある中で、円滑な食品アクセスの確保に
関する施策を新たに位置付け

※上記のほか、農業生産に不可欠な生産資材の安定確保、食品事業者に関する施策の追加など必要な見直しを行う。 等

環境と調和のとれた産業への転換
〇 環境と調和のとれた食料システムの確立を柱として位置付け
・食料供給が環境に負荷を与えている側面にも着目し、多面的機能に加え、
環境と調和のとれた食料システムの確立を位置付け
・その上で、環境等の持続性に配慮した取組の促進などについて明確化 等

① 生産基盤の確保に向けた担い手の育成・確保とそれ以外の多様な農業人材
の役割の明確化
・担い手の育成・確保を引き続き図りつつ、農地の確保に向けて、担い手とともに
地域の農業生産活動を行う、担い手以外の多様な農業人材も位置付け

② 農業法人の経営基盤の強化を新たに位置付け
・農業者が急速に減少する中で、食料供給に重要な役割を果たす
農業法人の経営基盤の強化も位置付け

ああ

③ 将来の農業生産の目指す方向性の明確化
・食料の安定供給を図るためにも、
スマート農業の促進や新品種の開発などによる「生産性の向上」、
知的財産の確保・活用などによる「付加価値の向上」、
「環境負荷低減」といった将来の農業生産が目指す方向性を位置付け

・特に、より少ない農業者で食料供給を確保しなければならなくなる中で、
サービス事業体の育成・確保を位置付け

④ 近年増大する食料・農業のリスクへの対応の明確化
・防災・減災や既存施設の老朽化への対応も視野に、農業水利施設等の基盤の
整備に加え、保全等も位置付け
・家畜伝染病・病害虫の発生予防・まん延防止の対応についても位置付け

⑤ 農村振興の政策の方向性の明確化
・農村との関わりを持つ者(農村関係人口)の増加や農村RMOの活動促進、
多面的機能支払による「地域社会の維持」を位置付け
・農泊の推進や６次産業化など地域資源を活用した産業の振興を位置付け
・鳥獣害対策や農福連携などについて明確化 等

人口減少下における生産水準の維持・発展と地域コミュニティの維持
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